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条文説明要求書に関し、意見書を提出いたします。

「その他権利を主張する者」代理人　明治学院大学教授　熊本一規

平成15年５月14日付けで国土交通省及び毛利正二ら代理人に対し、それぞれ、条文説明要求書２を提出したところ、国土交通省からは何の回答もなく、他方、毛利正二ら代理人中尾弁護士から、平成15年５月22日付け回答があった。

１．国土交通省の条文説明

　国土交通省は、平成14年4月2日付け条文説明要求書(10項目)に対して、平成14年７月17日意見書で回答したものの、設問６、９に関して５月24日の収用委員会で否定された主張を繰り返したほか、設問１～５、７，８に関しては、条文から「関係地区に住所を有する」を省いて説明している（表１参照）。

自らの法解釈に都合の悪い部分を省いて説明しても条文を説明したことにはならない。もしもそうした「条文説明」が許されるならば、いかなる法解釈も成り立つことになる。昨年7月25日の収用委員会において、私からそのように指摘された国土交通省は、「説明したと思うから、これ以上の論議に応じない」と述べた。これは、国土交通省の法解釈（社員権説）では漁業法の条文を説明できないことを自ら認めたに等しい。

さらに、平成15年５月14日付け条文説明要求書に対しては、何ら回答をしていない。これもまた、国土交通省の法解釈では漁業法の条文を説明できないことを認めたに等しい。
２．毛利ら代理人の条文説明

　毛利ら代理人は、平成14年８月１日付け条文説明要求書(６項目)に対して、何ら回答をしていない。これは、「入会集団は組合員集団」とする毛利ら代理人の法解釈では漁業法の条文を説明できないことを認めたに等しい。

　平成15年５月14日付け条文説明要求書２に対しては、中尾英俊弁護士から、平成15年５月22日付け回答があったものの、以下に述べるように、条文説明には全くなっていない。

　第一に、条文説明要求書２では、「入会集団は組合員集団」という見解に基づいて漁業法８条の「漁業を営む権利」を採捕者組合員（漁業者及び漁業従事者でない組合員）が持たないことをいかに説明するか、を問うているにもかかわらず、回答では、その説明は全くなされておらず、ただ「(採捕組合員にも)採捕する権利を認めたものと思われる」と記されているだけである。「何故Ａ（漁業を営む権利）を持たないのか」との問いに対し、「Ｂ（採捕する権利）を持っている」と答えても説明にならないことは明白である。
　第二に、５月22日付け回答には、「河川における共同漁業権は当該漁業の免許を受けた者が当該河川で水産動植物を養殖する場合にのみ免許されるのであるから、漁民集団のほか養殖業者に組合加入資格を認めるのは当然である」と記されているが、これは、以下①～②のように、全く不可解である。

1 養殖は区画漁業権に基づいて営まれる区画漁業であり、したがって「共同漁業の免許を受けた者が当該河川で水産動植物を養殖する場合にのみ共同漁業が免許される」とは、言い換えれば「区画漁業を営む場合にのみ共同漁業が免許される」ということにほかならず、不可解きわまりない。
2 漁業とは「水産動植物の採捕または養殖の事業をいう」(漁業法２条)と、また漁民とは「漁業者又は漁業従事者たる個人」（漁業法14条11項）と定義されており、したがって、養殖業者も漁民に含まれる。しかるに、何故「漁民集団のほか養殖業者に……」（傍点引用者）となるのか、まったく不可解である。

３．いずれが正しい法解釈かは明らか
条文説明要求書のやり取りは、「正しい法解釈ならば漁業法のあらゆる条文を説明できるはずである」、あるいは「一つの条文でも説明できない法解釈は正しい法解釈とは言えない」との合意のもとで始められたものであり、したがって、国土交通省の法解釈及び毛利ら代理人の法解釈が誤っていることは明らかである。

他方、私の「入会集団は関係漁民集団」とする総有説は、漁業法のあらゆる条文を説明できている(表２参照)。いずれが正しい法解釈かは明らかである。
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